
平成26年度政府予算案（新しい財政支援制度） 公費９０４億円の内数 
 （（平成25年度予算 ９．６億円） （３０箇所）） 

 
 

  ○  都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的に支援すべき医療機関を判断。 

    医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学などの関係者と地域医療対策協議会などに 

    おいて調整の上、地域の医師不足病院の医師確保を支援。   
   ○  医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持って着任可能な環境作りを指導・支援。また、公的 

    補助金決定にも参画。 

大学 

協力 地域医療体験 
事業への参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療機関と県内中核病
院との間を循環しながらキャリ
ア形成 

 
地域医療支援センター 

 

最新の医療技術習得
の 
ための研修参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療支援センターの役割 

  
 

  

 都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取組むコントロールタワーの確立。 

 地域枠医師や地域医療支援センター自らが確保した医師などを活用しながら、キャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援。 

 専任の実働部隊として、喫緊の課題である医師の地域偏在解消に取組む。    
  
       ・人員体制 ： 専任医師２名、専従事務職員３名   ・ 設置場所 ：都道府県庁、○○大学病院、都道府県立病院 等 
      

  

   

地域医療支援センターの目的と体制 

Ａ県 

Ｂ県 

医師の地域偏在（都市部への医師の集中）の背景 

 高度・専門医療への志向、都市部の病院に戻れなくなるのではないかという将来への不安 等 

地域医療を志向する医師
に係る県域を越えた情報
交換と配置の調整 

地域医療支援センター運営経費 

313 
372 

437 476 

0

200

400

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

地域枠の医学部入学定員（※）の推移 

(※) 医学部の定員増として認められた分で

あり、このほか、既存の定員等を活用し都道
府県と大学が独自に設定した地域枠もある。 

平成２５年度現在、全国３０道府県の地域医療支援センターの運営に対する支援を実施している。 

平成２３年度以降、３０道府県で合計１，０６９名の医師を各道府県内の医療機関へあっせん・派遣をするなどの実績を上げている。（平成２５年７月末
時点） 
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福祉・介護人材確保緊急支援事業 

○福祉・介護分野については、介護職員が、２０１２年度１４９万人に対して２０１５年度までに１６５～１７３万人必要とされてお
り、また２０２５年度には更に１００万人必要と推計されている。 

○また、現行の介護分野の有効求人倍率は、全産業と比較して高い傾向があり、今後もこの傾向が維持される可能性が高い
ため、引き続き安定的な人材確保が喫緊の課題。 

○さらに「社会保障制度改革国民会議」報告書（２５年８月６日）においても、地域包括ケアを支えるサービスの確保には介護職
員等の人材確保が必要とされている。 

○よって、緊急雇用創出事業臨時特例交付金に基づく基金事業において、引き続き当該事業を実施するとともに、所要額の積
み増しを行い、福祉・介護人材確保の一層の推進を図るものである。 

代替要員 

・潜在的有資格者等の再就業促進 
子育て等のため離職した潜在的有資格者が知識や技
術を再確認するための研修経費や他分野からの離職
者の福祉・介護分野への就業支援のための職場体験
経費等 
（実施主体：都道府県、都道府県が適当と認める団体） 

新たな雇用の創出 

求人 
研修 

求
職 

将来の人材の掘り起こし 

潜在的な人材の
掘り起こし 

・介護福祉士試験の実務者研修に係る代替要員の確保 
介護従事者が介護福祉士試験の受験資格の要件となる「実務者研修」を受講する際に必要な代
替要員を雇いあげるための費用を補助（実施主体：都道府県、都道府県が適当と認める団体） 

福祉・介護人材マッチング機能強化 
求人事業所と求職者間双方のニーズを的確に把
握し、円滑な人材参入・定着を支援するため、都
道府県福祉人材センターに配置した専門員の賃
金及び活動経費等（実施主体：都道府県、福祉人
材センター） 

・福祉・介護人材の参入促進 
相談員による中高生やその保護
者、進路指導担当教員等を対象に
した進路相談等の活動経費や職場
体験やセミナー開催費等 

（実施主体：都道府県、都道府県が
適当と認める団体） 

事業所 

補
助 キャリアアップ・スキ

ルアップ 

平成２５年度補正予算案：５２０億円の内数 
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福島県相双地域等への介護職員等の応援について 

○  福島県相双地域等では、介護職員等の避難や離職により、特別養護老人ホーム等においてマンパワーが不足。 

○  このため、福島県と協働で、福島県社会福祉協議会などの関係団体の協力を得て、人材不足の解決に向けた
検討の場として、「福島県相双地域等福祉人材確保対策会議」を設置。 

○  平成２４年５月３１日にこの会議を開催し、雇用確保対策を基本としつつ、応急的な対応として、近隣自治体から
応援職員を募集し、相双地域等の施設の運営を支援することを決定。同年６月４日付で、厚労省から地方自治体
に対し、応援可能職員の募集を依頼（募集開始） 。 

○ 応援施設と受入施設の条件のマッチングの結果、 
  平成24年 ６月から平成25年12月末までの 延べ応援人数は ３２６名 
  平成26年 1月から平成26年3月末までの  延べ応援人数は   ５０名（見込み）   合計 ３７６名（見込み）  
                                                   

○  福島県の調査（H24.9）によれば未だ人材不足が改善されていないことから、事業期間を１年間延長し平成２６年  
３月31日までとすることとした。  

○  また、応援先の対象地域を従来の相双地域、いわき市に加え、田村市の一部（旧緊急時避難準備区域）も対象  
とした。                                                                （平成24年12月） 

○  福島県の調査（H25.12）によれば未だ人材不足が改善されていないことから、事業期間を１年間延長し平成２7年  
３月31日までとすることとした。（平成26年1月）                                                                
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福島県保健福祉部 

福島県相双保健福祉事務所 

福島県社会福祉協議会 

福島県福祉人材センター 

福島県社会福祉施設経営者協議会 

福島県老人福祉施設協議会 

福島県老人保健施設協会 

全国社会福祉協議会 

厚生労働省社会・援護局 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

厚生労働省老健局 

厚生労働省東北厚生局 

厚生労働省福島労働局 

（参考）福島県相双地域等への介護職員等の応援事業のイメージ 

都道府県・
指定都市・

中核市

受入施設応援施設
応援職員

福島県社会福祉協議会
（コーディネーター）

①相双地域等のニーズ（希望する応援期間、職種、人数等）を集約
②応援可能者の応募のとりまとめ（都道府県等へ情報提供）
③受入施設のニーズ、応援可能者の応募内容のそれぞれの内容を

マッチングし、応援職員を選定
④正式決定後、受入施設、応援施設及び都道府県等へ通知

福島県相双地域等
福祉人材確保対策会議

③マッチング

①
ニ
ー
ズ
の
集
約

②
応
援
可
能
者
の
取
り
ま
と
め

②
情
報
提
供

④
応
援
職
員
の
決
定

④
応
援
職
員
の
決
定

④情報提供

福島県相双地域等福祉人材確保対策会議 
参加組織 
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被災地における福祉・介護人材確保事業 

福島県が適当と認める団体（実施主体） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【研修メニュー】 
 ・無資格者 介護職員初任者研修 
 ・有資格者 県社協等が実施する現任者向け研修 

研修受講費の貸与 

【貸付条件等】 
・ 福島県が適当と認める団体が示す施設における就労を条件 

・ 当該施設で2年間従事した場合は全額返済免除 
  ※ 就職準備金部分は１年間の従事により免除 

派遣申請 【貸付内容】 
 ①学費 15万円を上限（実費の範囲内） 

 ②就職準備金 30万円 
※ 住宅確保に要する初期費用（敷金等）相当額を就職準備金に上乗せ 

26年度予算（案） １．９億円 

【目的】 

東日本大震災により特に甚大な被害を受け、特に福祉・介護人材の確保が困難になっている福島県で従事する介
護人材を広域的に確保する 

【ポイント】 
○ 県外からの就職予定者に対し、福島県相双地域等の介護施設等における就労を条件として奨学金（学費15万円
（上限）、就職準備金30万円）を貸与するもの （※2年間就労した場合に全額返済免除） 

○ 貸付対象者は他地域から就労する者であることに配慮し、現地の住宅情報の提供等、住まいの確保を支援する 

（東日本大震災復興特別会計） 

住まいの確保支援 

事業の広報 

 現地の住宅情報の提供 等 

※ 本事業は福島県単独事業との連携を検討 

【貸付対象者】 
 福島県相双地域等の介護施設等で就労を希望する福島県外
の者 

相双地域等の介護施設 

①貸付申請 

人材の斡旋を依頼 

⑥福島県が適当と認め
る団体が示した施設で
就労 

（2年間の従事で返済免
除） 

②斡旋依頼に基づ
き、現地で従事す
る施設を提示 

③奨学金の貸与 

⑤現地の住宅情報
を紹介 

相双地域等への就職希望者 
 

介護職員 
初任者研修 

現任研修 

④研修受講 

無資格者 有資格者 

（研修修了後）※ 

※有資格者は現地で働きながら受講も可 

【事業の流れ】 【事業概要】 

相双地域等の住居 
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